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香芝市自動車駐車場指定管理者募集要項（案） 

 

香芝市自動車駐車場（以下「本施設」という。）について、管理運営業務を効果的か

つ効率的に実施するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項並びに香芝市自動車駐車場条例（平成２５年条例第８号）第４条第１項及び第５条第

１項の規定により、指定管理者を募集する。 

 

第１ 指定管理者の指定期間 

 １ 指定期間は、令和８年４月１日（水）から令和１１年３月３１日（土）までの３年

間を予定している。 

 ２ 香芝市（以下「本市」という。）が管理運営を継続することが適当でないと認める

ときは、指定期間内であっても指定を取り消すことがある。 

 ３ 本市の事情等により、指定期間の途中に指定管理施設の一部又は全部を廃止せざる

を得ない場合は、指定管理者及び本市が協議の上、決定することとする。 

第２ 応募資格 

 １ 基本事項 

   応募資格を有する者は、指定期間中、安全かつ円滑に施設を管理運営することので

きる法人その他の団体（以下「法人等」という。）とする。 

なお、個人での応募は、受け付けない。 

 ２ 応募者の制限 

   次に該当する法人等は、応募者となることができない。 

  ⑴ ５０台以上の有料自動車駐車場の運営の実績が３年以上ない法人等 

⑵ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、本市又は他の地方公共団体か

ら指定を取り消され、当該処分の日から起算して２年を経過しない法人等 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する

法人等 

⑷ 申請書類の提出日現在において、本市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入

札の指名停止等の措置を受けている法人等 

⑸ 法人税、消費税、地方消費税、都道府県税及び市町村税を滞納している法人等 

⑹ 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算の申立てがなされた法人等

及び開始命令がされている法人等 

⑺ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続又は会社更正法（平

成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続の開始の申立てがなされた法人等及

び開始決定がされている法人等 

⑻ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた法

人等及び開始決定がされている法人等 

⑼ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
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⑽ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しく

は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある法人等 

⑾ 上記⑼及び⑽並びにそれらの構成員（以下「暴力団等」という。）の利益となる

活動（暴力団等と取引をし、資金を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴

力団等の維持運営に協力し、又は関与することをいう。以下同じ。）を行う法人

等 

⑿ 役員等（法人にあっては役員及び経営に事実上参加している者、法人格のない団

体にあっては代表者及び経営に事実上参加している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団等の利益となる活動を行う法人等 

⒀ 役員等が暴力団等と社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であることを

知りながら、会食、遊技、旅行、スポーツ等を共にするような交友関係をいう。）

を継続的に有している法人等 

⒁ 役員等に破産者又は拘禁刑以上の刑に処せられている者がいる法人等 

⒂ 香芝市議会議員、市長、副市長、教育長又は地方自治法第１８０条の５第１項に

規定する委員会の委員が、無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しく

はこれらに準ずべき者、支配人又は清算人（以下「無限責任社員等」という。）

に就任している法人等。ただし、香芝市議会議員以外の者について、本市が資本

金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人等の無

限責任社員等に就任している場合は除く。 

第３ 複数の法人等による応募 

  本施設のサービスの向上及び業務の効率的な実施を図る上で必要な場合は、複数の法

人等（以下「共同企業体等」という。）が共同して応募することができる。この場合

において、次の事項に留意して応募しなければならない。 

 １ 共同企業体等により応募をする場合には、応募時に代表となる法人等を選定しなけ

ればならない。この場合において、他の法人等は、当該共同企業体等の構成団体とな

る。 

なお、代表となる法人等又は構成団体の変更は、原則として認めない。 

 ２ 共同企業体等の構成団体は、他の共同企業体等の構成団体となり、又は単独で応募

することはできない。 

 ３ 共同企業体等の構成団体についても、「第２ 応募資格」を満たしていることを必

要とする。 

 ４ 「第５ 申請書類等」の２から７まで及び９から１１までについては、構成団体ご

とに提出しなければならない。 

 ５ 共同企業体等は、応募に関する事務の全てを代表となる法人等を通じて行わなけれ

ばならない。 

また、本市が行った当該代表となる法人等に対する行為は、当該共同企業体等の

構成団体の全てに対して行ったものとみなす。 

第４ 指定管理者の公募及び選定に関する事項 

  応募に関して必要となる経費は、全て応募者の負担とする。 



 

3 

１ 募集要項、仕様書等の配布 

 ⑴ 配布期間 

 令和７年９月２９日（月）から同年１０月１０日（金）まで 

⑵ 配布方法 

    募集要項、仕様書等は、本市のホームページに掲載するので、各自ダウンロード

する。 

 ２ 質問票の受付 

  ⑴ 受付期間 

   令和７年１０月１日（水）午前８時３０分から同年１０月６日（月）午後５時１５

分まで（必着） 

  ⑵ 受付場所 

   香芝市都市創造部都市政策交通課 

  ⑶ 提出方法 

    質問票（第２号様式）により郵送又は電子メールで提出するものとし、口頭によ

る質問は受け付けない。 

また、香芝市自動車駐車場条例施行規則（平成２５年規則第４号）に定める香

芝市自動車駐車場指定管理者指定申請書（第１号様式）（以下「指定申請書」と

いう。）の提出がない法人等の質問は、受け付けない。 

  ⑷ 質問回答日時 

   令和７年１０月８日（水）午後１時００分頃 

  ⑸ 質問回答方法 

    指定申請書を提出した各法人等に電子メールにて回答する。質問者の開示は、行

わない。 

 ３ 申請書類の受付 

  ⑴ 受付期間 

    令和７年１０月１日（水）から同月１５日（水）まで。ただし、休日等を除く

（郵送の場合は、令和７年１０月１５日（水）午後５時１５分までに必着とする

ものとする。）。 

  ⑵ 受付時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

  ⑶ 受付場所 

   香芝市都市創造部都市政策交通課 

  ⑷ 提出部数 

   正本１部、副本１５部（複写可）及び正本と同じ内容を保存した電子データ（ＣＤ

－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）１部 

  ⑸ 提出方法  

    持参又は郵送による。 

 ４ 提出された書類の取扱い 
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  ⑴ 本市は、審査結果の公表その他必要な場合には、提出書類の全部若しくは一部を

無償で使用し、又は提出書類の内容を複製し、若しくは改変して使用できるもの

とする。 

  ⑵ 提出された申請書類等は、返却しない。 

  ⑶ 提出書類については、明らかな間違い又は軽微な修正を除き、受付期間後におけ

る内容変更は認めない。 

  ⑷ 本市が保持する提出された申請書類（正本１部）については、香芝市情報公開条

例（平成１２年条例第２８号）第２条第２項に規定する行政文書に該当すること

となり、情報公開の請求がされた場合は、同条例に基づき情報公開の手続を行う。 

 ５ 指定管理者の候補者の選定 

  ⑴ 指定管理者選定委員会の設置 

    指定管理者の適正かつ公正な選定等を行うため、香芝市指定管理者選定委員会

（以下「委員会」という。）を設置し、審査基準（別記１及び別記２）に基づい

て審査し、及び採点する。 

  ⑵ 失格事項 

    申請者が次の要件に該当した場合は、その者を審査選定対象から除外する。 

   ア 申請者及び申請者の関係者等が審査に対する不当な要求を行った場合、又は委

員会の委員に個別に接触した場合 

   イ 提出書類に虚偽又は不正があった場合 

   ウ 複数の事業計画等を提出した場合 

   エ 申請書類の受付期限までに所定の書類が整わなかった場合 

   オ その他不正行為があった場合 

  ⑶ 書類審査 

   ア 実施時期  

    令和７年１０月１６日（木）（予定） 

   イ 選定内容 

     委員会において各委員が、事業計画書等の申請書類を基に審査及び採点を行う。

書類審査の通過団体は、５団体以下を予定している。 

なお、申請者が５団体以下の場合は、書類審査は行わない。 

   ウ 審査結果の通知 

     書類審査の結果は、審査終了後速やかに全ての応募団体へ自己の結果のみ通知

する。 

なお、選定結果の問合せには応じない。 

  ⑷ 審査 

    書類審査を通過した法人等は、プレゼンテーション及びヒアリング方式で審査を

受ける。審査の評価点が最高点の者を指定管理者の候補者（以下「候補者」とい

う。）とし、その他第２順位者及び第３順位者を選定する。審査の実施方法等の

詳細は、別途通知する。 

   ア 開催日時  
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    令和７年１０月２２日（水）午後（予定） 

   イ 開催場所  

    香芝市役所３階第１会議室（香芝市本町１３９７番地） 

   ウ 参加人数  

    各団体につき２名以内（共同企業体等で応募する場合は、構成団体につき２名以

内） 

   エ 審査結果の通知 

     審査の結果については、審査終了後速やかに申請者に通知する。候補者が審査

の失格事項に該当した場合、香芝市議会により否決された場合、協定の締結にお

いて不備が生じた場合等は、第２順位の者を候補者とする。 

 ６ 選定結果等の公表 

   委員会における審査結果等については、本市のホームページにて公表する。公表す

る内容は、申請者の名称、審査結果、候補者の名称、選定理由等とする。 

   ただし、候補者以外の名称については、公表しない。 

７ 仮協定書の締結 

  本市は、候補者との間において、仮協定書を締結する。 

８ 指定管理者の指定 

   候補者に選定された法人等については、令和７年１２月香芝市議会定例会における

議決を経て指定管理者として指定する。 

なお、香芝市議会により否決された場合において、候補者が支出した経費等につ

いては、補償しない。 

第５ 申請書類等 

  指定管理者の指定を受けようとする法人等は、次に掲げる書類を提出しなければなら

ない。申請書類は、原則としてＡ４版としなければならない。 

なお、本市が必要と認める場合は、追加資料を求めることがある。 

また、共同企業体等で応募する場合は、該当する書類について構成団体分も提出し

なければならない。 

 １ 指定申請書（第１号様式） 

 ２ 定款若しくは寄附行為又はこれに準ずる書類 

 ３ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本又は登記事項証明書（申請書類の提出日前

３月以内に取得したもの） 

４ 法人以外の団体にあっては、代表者の住民票の写し（申請書類の提出日前３月以

内に取得したもの） 

 ５ 指定申請書を提出する日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書又はこれら

に準ずる書類 

 ６ 指定申請書を提出する日の属する事業年度の直近３年間の事業報告書、収支決算書

若しくは損益計算書、貸借対照表及び財産目録又はこれらに準ずる書類 

７ 役員等の名簿（氏名、生年月日及び住所又は居所を記載したものをいう。）及び

履歴を記載した書類 
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 ８ 香芝市自動車駐車場事業計画書（第３号様式） 

 ９ 誓約書（第４号様式） 

 １０ 法人税、消費税、地方消費税、都道府県税及び市町村税の各納税証明書又は未納

がない旨の証明書 

 １１ 法人等概要書（第５号様式） 

 １２ 共同企業体等構成団体表（第６号様式）（共同企業体等で提出する場合に限る。） 

 １３ 委任状（第７号様式）（共同企業体等で提出する場合に限る。） 

 １４ 辞退届（第８号様式）（申請書類の提出後に辞退する場合に限る。） 

 １５ 収支計画書（第９号様式）（別紙１の積算内訳書も添付すること。） 

第６ 協定書の締結 

  香芝市議会の議決を経て、指定管理者に指定した法人等と、仮協定書に基づき、本協

定書を締結する。協定は、指定期間を通じての「基本協定」と、年度ごとの「年度協

定」に分けて締結する。 

なお、協定書の発効は、令和８年４月１日（水）とする。協定書の主な項目は、次

のとおりとする。 

 １ 基本協定書 

  ⑴ 業務内容に関する事項 

  ⑵ 管理物件に関する事項 

  ⑶ 指定期間に関する事項 

  ⑷ 指定管理料に関する事項 

  ⑸ 施設の利用許可等に関する事項 

  ⑹ 情報公開に関する事項 

  ⑺ 個人情報保護に関する事項 

  ⑻ リスク分担に関する事項 

  ⑼ 業務報告及び事業報告に関する事項 

  ⑽ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

  ⑾ その他必要と認める事項 

 ２ 年度協定書 

  ⑴ 当該年度の業務内容に関する事項 

  ⑵ 当該年度に本市が支払う指定管理料に関する事項 

  ⑶ その他必要と認める事項 

第７ その他 

 １ 本市と指定管理者との責任の分担 

   本市と指定管理者との責任の分担は、原則として次表のとおりとする。ただし、次

表に定める事項で疑義がある場合、又は定めのないリスクが発生した場合は、本市及

び指定管理者が協議の上、決定する。 

項 目 本 市 指定管理者 

⑴ 施設（建物、工作物及び設備等）の保守点検  ○ 

⑵ 施設及び設備の維持管理  ○ 
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⑶ 安全衛生管理  ○ 

⑷ 施設の利用許可  ○ 

⑸ 事故、火災等による施設及び備品の損傷 

ア 指定管理者の責めに帰すべき場合  ○ 

イ 上記以外の場合 ○  

⑹ 施設利用者の被災に対する責任 

ア 指定管理者の責めに帰すべき場合  ○ 

イ 上記以外の場合 ○  

⑺ 第三者への損害（周辺住民等への損害） 

ア 指定管理者の責めに帰すべき場合  ○ 

イ 上記以外の場合 ○  

⑻ 不可抗力による施設及び設備の復旧費用 ○ 〇 

⑼ 不可抗力による管理運営業務の変更、中止及び延期 ○ ○ 

⑽ 管理施設の修繕 

ア 指定管理者の責めに帰すべき場合  ○ 

イ 指定管理者が所有する設備  ○ 

ウ 上記以外の場合 ○  

⑾ 施設賠償責任保険の加入  ○ 

⑿ 物価及び人件費の上昇  ○ 

⒀ 金利の上昇  ○ 

⒁ 施設の利用不能等による使用料収入の減少 

ア 指定管理者の責めに帰すべき場合  ○ 

イ 上記以外の場合 ○  

⒂ 指定期間中の廃止に伴う追加で発生した費用  ○ 

⒃ 指定管理事業終了時の撤去費用等  ○ 

備考  

１ 不可抗力とは、天災、感染症等の拡大その他自然的又は人為的な事象であって、

外部から生じた原因であり、かつ、指定管理者及び本市がその防止のために相当

の注意をしても防止できないものをいう。 

２ 物価及び人件費の上昇により、収支計画に多大な影響を及ぼす場合については、

協議事項とする。 

 ２ 業務の継続が困難になった場合の措置 

  ⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

    指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、本市

は、指定の取消しをすることができるものとする。そのときに、本市が生じた損

害は、指定管理者が賠償するものとする。 

なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく管理運営業務を遂行

できるように次期指定管理者に対して引継ぎを行うものとする。 
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  ⑵ 当事者の責めに帰すことのできない事由による場合 

 天災、感染症等の拡大等の不可抗力により、業務の継続が困難になった場合、

本市は、業務の全部又は一部の停止を命じることがある。そのときにおける、業

務の停止に係る指定管理者の取扱いについては、本市及び指定管理者が協議の上、

影響額に係る費用分担を決定するものとする。 

 ３ その他 

  ⑴ 引継業務 

    指定管理者は、利用者の利便性が損なわれないよう、次期指定管理者が円滑かつ

支障なく管理運営業務を遂行するため、引継ぎに積極的に協力するとともに、必

要なデータ等を提供しなければならない。 

  ⑵ 災害対応 

    本市において災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合においてその

対策を必要とするときは、市長は、香芝市地域防災計画の定めるところにより災害

対応を実施する。災害発生状況によっては、本施設の業務の全部又は一部の停止を

命じることがある。 

  ⑶ 個人情報の保護 

    指定管理者は、管理業務の執行に伴う個人情報の取扱いについては、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、香芝市個人情報の保護に関する法

律施行条例（令和４年条例第２３号）その他法令に定めるもののほか、別記３「個

人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

  ⑷ 情報の公開 

    指定管理者は、香芝市情報公開条例の趣旨にのっとり、各施設の管理に関して保

有する情報について、公開に関する規定を整備する等、情報公開に対応しなければ

ならない。 

第８ 問合せ先 

  〒６３９－０２９２ 香芝市本町１３９７番地 

  香芝市都市創造部都市政策交通課 

  電話番号：０７４５－４４－３３０４（直通） 

  Ｆ Ａ Ｘ：０７４５－７８－３８３０ 

  メールアドレス：anzen@city.kashiba.lg.jp 

第９ 参考資料 

 １ 香芝市自動車駐車場業務仕様書 

 ２ 香芝市自動車駐車場条例 

 ３ 過去３年間の利用実績 

 

本市の条例及び規則については、各自本市のホームページよりダウンロードするこ

とができる。 
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別記１ 

 

香芝市自動車駐車場指定管理者審査基準 

（書類審査基準及び採点表） 

 

審 査 項 目 審 査 基 準 配 点 

経 営 体 制 

法人等の経営規模及び経営能力 １０ 

過去の実績 １０ 

組 織 体 制 

総括責任者及び職員の業務に関する基本的な考え方 １０ 

職員の配置計画及び人材確保 １０ 

管 理 業 務 

施設の整備 １０ 

施設の維持管理 １０ 

利用者の安全確保、事故防止対策及び危機管理体制 １０ 

経理事務 １０ 

運 営 業 務 

稼働率の向上 １０ 

その他の提案 １０ 

合   計 １００ 

備考 

１ 書類審査の得点は、審査には持ち越さない。 

２ 審査員の総合計点が満点（１００点）に審査員の人数を乗じて得た額の６割に満

たない場合、又は満点（１００点）の６割未満の採点を行った審査員が過半数の

場合は、不合格とする。 



 

10 

別記２ 

香芝市自動車駐車場指定管理者審査基準 

（審査基準及び採点表） 

 

審 査 項 目 審 査 基 準 配 点 

経

営

体

制 

運 営 の 基 本 方 針 
管理運営の方針が施設設置の目的に

合致するか。 
１０ 

社 会 的 責 任 
法人等が果たすべき社会的責任は、

適切か。 
１０ 

法人等の経営状態 
過去の決算又は業績の経営状態は、

良好であるか。 
１０ 

収 支 計 画 収支計画は、適正か。 ２０ 

小  計 ５０ 

組

織

体

制 

運営体制及び組織 

施設の管理体制（総括責任者及び職

員）及び業務内容が示されている

か。 

２０ 

職 員 の 配 置 人員配置及び勤務体制は、適正か。  ２０ 

研 修 計 画 職員研修及び教育体制は、適正か。 １０ 

小  計 ５０ 

管

理

業

務 
施 設 整 備 管理業務の準備は、適正か。 ４０ 

連 絡 体 制 本市との連絡体制は、適切か。 １０ 

維 持 管 理 管理体制は、適切か。 ３０ 

安 全 対 策 
利用者の安全対策及び事故防止対策

は、適切か。 
２０ 

危 機 管 理 体 制 

緊急事態発生時（事故、災害等）に

おける危機管理体制が整備されてい

るか。 

１０ 

経 理 事 務 経理事務は、適正か。 ３０ 

個 人 情 報 保 護 
個人情報の取扱いと情報の管理体制

は、適正か。 
１０ 

小 計 １５０ 
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運

営

業

務 

稼 働 率 の 向 上 
利用促進の取組が実施されている

か。 
２０ 

そ の 他 の 提 案 

使用料収入及び利用率の増加に向け

た取組か。 
１５ 

地域住民の利便性向上に資する取組

か。 
１５ 

小 計 ５０ 

指
定
管
理
料 

経費節減への意識 
経費の節減を意識した指定管理料が

設定されているか。 
３００ 

小 計 ３００ 

合 計 ６００ 

 

備考 

１ 最高点の者が複数いる場合は、提案された指定管理料の評価が高い者を候補者と

する。 

２ 審査員の総合計点が満点（６００点）に審査員の人数を乗じて得た額の６割に満

たない場合、又は満点（６００点）の６割未満の採点を行った審査員が過半数の

場合は、不合格とする。 

３ 指定管理料の評価点については、次の計算方法を用いる。（小数第１位四捨五入） 

  評価点＝３００×（応募者中最低の指定管理料／各応募者の指定管理料） 
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別記３ 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 指定管理者は、個人情報の保護の重要性を認識し、管理業務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければな

らない。 

 （秘密の保持） 

第２ 指定管理者は、管理業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。こ

の指定管理期間が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

 （取得の制限） 

第３ 指定管理者は、管理業務を行うために個人情報を取得するときは、当該事務の目的

を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

 （目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 指定管理者は、本市の指示がある場合を除き、管理業務に関して知り得た個人情報

を管理業務の目的以外の目的に利用し、又は本市の承諾なしに第三者に提供してはな

らない。 

 （個人情報の適切な管理） 

第５ 指定管理者は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損（以下

「漏えい等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

 （責任体制の整備） 

第６ 指定管理者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、そ

の体制を維持しなければならない。 

 （作業責任者等の届出） 

第７ 指定管理者は、個人情報の取扱いに係る作業責任者を定め、書面により本市に報告

しなければならない。 

２ 指定管理者は、作業責任者を変更した場合は、速やかに書面により本市に報告しなけ

ればならない。 

３ 作業責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しな

ければならない。 

 （従事者の監督及び教育） 

第８ 指定管理者は、管理業務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られ

るように、従事者に対して必要かつ適切な監督を行うとともに、関係法令、内部規程

等についての教育を行わなければならない。 

２ 指定管理者は、管理業務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該

管理業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはな

らないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性がある

ことその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 
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 （複写又は複製の禁止） 

第９ 指定管理者は、管理業務を処理するために本市から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等を本市の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 （再委託における条件） 

第１０ 指定管理者は、本市の許諾を得た場合に限り、管理業務の一部を第三者（受注者

の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をい

う。）である場合も含む。）に再委託をすることができる。 

なお、再委託先が再々委託を行う場合も同様とする。 

２ 指定管理者は、前項の承諾をするに当たっては、少なくとも、次に定める条件を付す

るものとする。 

なお、再委託先が再々委託を行う場合も同様の条件を付するものとする。 

 ⑴ 指定管理者は、業務の一部を再委託する場合は、再委託先の名称、再委託する理由、

再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全性

及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確にしな

ければならない。 

 ⑵ ⑴の場合、指定管理者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとと

もに、本市に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものと

する。 

 ⑶ 指定管理者は、再委託先に対して本委託業務の一部を委託した場合は、その履行状

況を管理及び監督するとともに、本市の求めに応じて、管理及び監督の状況を報告し

なければならない。 

 ⑷ ⑶の場合、指定管理者は、本市自らが再委託先に対して再委託された業務の履行状

況を管理及び監督することについて、再委託先にあらかじめ承諾させなければならな

い。 

 （資料等の返還等） 

第１１ 指定管理者は、管理業務を処理するために、本市から提供を受け、又は指定管理

者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、指定管理業務の

完了後、直ちに、本市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、本市が別に指示

したときは、当該指示に従うものとする。 

２ 指定管理者は、管理業務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくな

ったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。 

 （取扱状況等についての指示等） 

第１２ 本市は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況及び管理業務の

遵守状況について、指定管理者に対して、必要な指示を行い、若しくは報告若しくは

資料の提出を求め、又は実地の調査をすることができる。この場合において、指定管

理者は、拒んではならない。 

 （事故発生時における報告） 
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第１３ 指定管理者は、個人情報の漏えい等が生じ、又は生ずるおそれのあることを知っ

たときは、速やかに、本市に報告し、必要な調査、再発防止のための措置等について

本市の指示に従うものとする。 

 （損害賠償等） 

第１４ 指定管理者は、その責めに帰すべき事由により、管理業務の処理に関し、本市又

は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責

めに帰すべき事由により、本市又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。 

２ 本市は、指定管理者がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、

指定管理業務の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 （特定個人情報等の持ち出しの禁止） 

第１５ 指定管理者は、管理業務に関して知り得た行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第２条第３項に規定する個人番号及び同条第９項

に規定する特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）を事業所内から持ち出

してはならない。 

 （特定個人情報等を取り扱う従業者の明確化） 

第１６ 指定管理者は、その従業者に特定個人情報等を取り扱わせるに当たっては、必要

最小限の従業者に限るとともに、特定個人情報等を取り扱う従業者及びその取り扱う

特定個人情報等の範囲を明確にするものとする。 

 

 

 

 

 


